
COTOHA 1on1 Assistant 利用規約 

 

 

（規約の制定） 

第１条 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下「当社」といいます。）は COTOHA 

1on1 Assistant 利用規約（別紙を含みます。以下「本規約」といいます。）を定め、これにより

COTOHA 1on1 Assistant（以下「本サービス」といいます。）を提供します。 

２ 本サービスの契約者（第 5 条に定義のとおり。）は、本規約を誠実に遵守するものとします。 

 

（本規約の範囲） 

第 2 条 本規約は契約者と当社との間の本サービスに関する一切の関係に適用します。 

 

（本規約の公表） 

第 3 条 当社は、当社の Web サイト(https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html)その他

当社が別に定める適切な方法により、本規約を公表します。 

 

（本規約の変更） 

第 4 条 当社は本規約及び本サービスを変更することがあります。当該変更を行うときは、当該変

更 後 の 本 規 約 の 内 容 及 び そ の 効 力 発 生 時 期 を 、 当 社 の Web サ イ ト 上

(https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html)への掲載その他の適切な方法により周知

します。 

２ 前項の定めに係らず、当社が行う本規約の変更が本サービスの機能の継続利用及び料金に

影響がある場合、当社は変更の 1 ヶ月前までに、事前の通知を行うものとします。 

３ 本規約の変更の効力が発生した後、契約者が、特段の申し出なく、本サービスを利用したとき

その他当該変更に特段の異議無く承諾したものと当社が判断したときは、かかる変更に同意したも

のとみなし、特に断りの無い限り提供条件は変更後の規約によります。 

 

（用語の定義） 

第 5 条 本規約において用いる用語の意味は次の通りです。 

用語 意味 

契約者 本サービスの契約を締結する法人 

利用者 契約者内で本サービスを利用する者 

管理者 契約者内で本サービスを管理する代表者 

営業日 土日祝および 12/29～1/3 を除く平日 

無料トライアル 利用期間を限定した無料プラン 

通常プラン 初期費用および月額料金を支払いご利用いただく有償プラン 



ID 本サービスを利用する際に利用者ごとに登録する単位 

同時接続数 同時間帯に 1on1 を予約・実施できる組数 

 

（本サービス提供の範囲）  

第 6 条 本サービスは、1on1 ミーティングの効果的な実施を支援することを目的とし、当社は当該

目的の範囲で本サービスの利用権を許諾するものとします。 

２ 当社が契約者に許諾する本サービスの利用権は、譲渡不可、再許諾不可、かつ非独占的なも

のとします。 

３ 本サービスの利用は日本国内に限ります。また、本サービスに登録可能な利用者は国内在住

者に限ります。契約者または利用者が日本国外で使用した場合適用される海外法規制や罰則に

ついて、当社は一切責任を負わないものとします。 

４ 当社は本サービスに関し、契約者に対し以下のサポート を別紙 4 に定める範囲で行うものとし

ます。 

(1) 本サービスの監視、故障対応 

(2) 本サービスに関する技術サポート、問い合わせ対応(管理者に対してのみ行うものとし、利用

者に対しては、管理者が一次対応するものとします。) 

(3) その他前各号に定める事項に付随する事項 

 

（本サービスの利用の申込み）  

第 7 条 本サービスの利用または料金プランの変更を希望する場合、本規約に同意の上、当社が

定める所定の方式により、申し込むものとします。 

２ 当社は、前項に定める申込みを受け付けた順番に審査を行うものとし、当社による申込者に対

するメールの送信等による申込み完了の通知をもって、当社が前項の申込みを承諾したものとし、

その承諾の時をもって契約の成立とします。成立した当該契約を以下「本契約」といいます。 

３ 当社は、次の各号に該当すると判断した時は、申込みを承諾しない場合があります。 

（1） 申込者が要望するサービスの提供が技術上、その他の理由により著しく困難なとき 

（2） 本サービスの申込者が当社の提供する本サービスの料金又は手続に関する費用等の支払

いを現に怠り、又は怠る恐れがあると当社が判断したとき 

（3） 本サービスの利用の申し込みと解約の申込みを、本サービスの料金の支払いを免れる目的

で繰り返していると当社が判断した場合 

（4） 本サービスの申込者が第 16 条（利用停止）に該当するとき、又は該当するおそれがあると当

社が判断したとき 

（5） 申込み内容に虚偽の記載がなされたとき 

（6） 申込者が日本国内に住所を置く法人（法人に相当すると当社が認めるものも含みます。）で

ないとき 

（7） その他当社の業務に支障があるとき又は支障があるおそれがあると当社が判断したとき 



４ 当社は契約成立後であっても、前項各号に該当することが明らかになった場合には第 2項の承

諾を取り消す場合があります。この場合、当社は取り消しにより契約者が被った損害についての責

任を負わないものとし、契約者はそれまでに当社に生じた費用を負担するものとします。 

５ 当社が申込みを承諾しない場合には、当社は申込者に対しその旨を通知します。 

 

（契約者の地位の承継） 

第 8 条 法人の合併もしくは分割により契約者の地位の承継があったときは、合併後存続する法人、

合併により設立された法人もしくは分割によりその利用権のすべてを承継した法人は、その契約者

の地位を承継するものとします。 

2 前項の規定により、契約者の地位を承継した者は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添

えて当社に届け出ていただきます。なお、地位を承継した者が 2 人以上あるときは、そのうち 1 人

を当社に対する代表者と定め、これを届け出ていただきます。これを変更したときも同様とします。 

 

（届出事項の変更） 

第 9 条 契約者は、利用申込みの際又はその後に当社に届け出た事項について変更が生じた場

合、遅滞なくその旨を当社所定の方法により届け出るものとします。契約者が当該届出を怠ったこ

とにより不利益を被った場合、当社はその責を負わないものとします。 

 

（個人情報の取り扱い）  

第 10 条 当社は本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報を当社が定めるプライバシ

ーポリシー（https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html）に従い取り扱います。 

 

（料金）   

第 11 条 本サービスの料金は別紙１に定めるものとします。 

２ 当社は、契約者に対し、利用月の翌月末日までに請求書を発行するものとし、契約者は、当該

請求書記載の支払期日までに当社の指定する方法により支払を行うものとします。 

 

（料金の支払義務） 

第 12 条 契約者は、利用開始日を含む月の翌月から起算して、契約の解除があった日を含む月

の末日までの期間について、料金の支払を要します。（通常プランの初月利用分の月額料金は無

料としますが、初期費用は発生します。） 

２ 当社は、料金の計算において日割り計算は行いません。 

３ 利用中止又は利用停止があったときは、本サービスに係る契約者は、その期間中の料金の支

払を要します。 

４ 料金プランを変更した場合は、変更した月の翌月より変更後の料金が適用されます。そのため、

変更した月は変更前の料金プランでの支払いを要します。 

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html


 

(違約金発生期間) 

第 13 条 契約者は、次項に定める期間（以下「違約金発生期間」といいます。）内に本サービスの

通常プランに係る契約の解約があった場合は、当該解約があった日から違約金発生期間末日ま

での期間に相当する本サービスの料金を、当社が定める期限までに一括して支払うものとします。  

２ 前項の違約金発生期間は最低利用期間とします。最低利用期間は利用開始日を含む月を含

め３か月とします。 

 

（支払遅延利息） 

第 14 条 当社は、契約者が料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過

してもなお支払を行わない場合には、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数について、

年 14.6%の割合で計算して得た額を延滞利息として請求する権利を有するものとします。 

 

（利用中止） 

第 15 条 当社は、次の場合には本サービスの一部又は全部の提供を中止することができるものと

します。 

(1) 当社の設備の保守上、工事上又はサービス提供上やむを得ないとき 

(2) 天災、事変、その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるとき 

(3) 本サービスが正常に動作せず、本サービスを継続して提供することが著しく困難であるとき 

(4) 法令等に基づく強制的な処分により本サービスを提供することが著しく困難となったとき 

(5) 当社の設備を不正アクセス行為等から防御するために必要であると当社が判断するとき 

２ 当社は前項の規定により本サービスの利用を中止するときは、あらかじめ契約者にそのことを通

知するものとします。ただし、緊急またはやむを得ない場合はこの限りではありません。 

 

（利用停止） 

第 16 条 当社は契約者が次のいずれかに該当するときは、契約者への事前の通知をすることなく

本サービスの全部又は一部の提供を停止することができるものとします。 

(1) 料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき 

(2) 第 17 条（契約者の義務）の規定に違反したとき 

(3) 前各号のほか、本規約に反する行為であって、本サービスに関する当社の業務の遂行又は

当社の設備等に著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがある行為をしたとき 

２ 当社は契約者が次に該当するときは、契約者への事前の通知を行った上で、なおその状況が

改善されない場合、本サービスの全部又は一部の利用の制限を行うことができるものとします。た

だし、緊急やむを得ない場合は事前の通知を行う事なく本サービスの全部又は一部の利用の制限

を行うことができるものとします。 

(1) 契約者が負荷検証及び脆弱性検証等を行い、当社設備に過度の負荷がかかるおそれがある



と当社が判断したとき 

 

（契約者の義務） 

第 17 条 契約者は本条に定める事項を遵守し、利用者にも契約者のサービスの利用において遵

守させるものとします。 

(1) 当社又は第三者の著作権その他の権利を侵害する行為、不正競争防止法に違反する行為、

及び犯罪を構成する行為をしないこと 

(2) 本サービスによりアクセス可能な当社又は第三者のデータの改ざん、消去等をしないこと 

(3) 第三者になりすまして本サービスを利用する行為をしないこと 

(4) 意図的に有害なコンピュータプログラム等を送信しないこと 

(5) 当社の設備に無権限にアクセスし、その利用又は運営に支障を与える行為をしないこと 

（６）契約者は、利用者に対して、本サービスの利用を通じて当社が個人情報を取得することにつ

いて事前に同意を得ること。 

（7） 本人の同意を得ることなく、又は詐欺的な手段により第三者の個人情報を収集する行為を行

わないこと 

（８） 本サービスの使用または不具合が、第三者の生命財産の損害につながる用途で本サービス

を利用しないこと 

（９） 本サービスにより生成されたデータを第三者に対して単体で販売し、譲渡し又は貸与する行

為をしないこと 

（10）その他、法令、本規約若しくは公序良俗に反する行為、本サービスの運営を妨害する行為、

当社の信用を毀損する行為、又は当社若しくは第三者に不利益を与える行為をしないこと 

（11） その他前各号に該当するおそれのある行為又はこれに類する行為をしないこと 

２ 契約者は前項の規定に違反して本サービスに係る当社の設備等を毀損したときには、当社が

指定する期日までにその修繕その他の工事等に必要な費用を支払うものとします。 

３ 当社は、契約者の本条に規定する義務違反により契約者又はその他の者に発生する損害につ

いて責任を負わないものとします。 

４ 契約者は、本サービスに係る認証情報を管理する責任を負うものとし、その内容をみだりに第

三者に知らせてはなりません。当社は認証情報の一致を確認した場合、当該認証情報を保有する

者として登録された契約者が本サービスを利用したものとみなして取り扱うものとします。 

５ 契約者または利用者が前項の規定に違反して本サービスに係る当社の業務遂行又は当社の

設備に著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると当社が判断した場合、当社は、契約者の

本サービスへのアクセスを制限する等必要な措置をとることができるものとします。当該措置により

契約者に発生する損害について、当社は責任を負わないものとします。 

６ 当社は、前項の規定により必要な措置をとる場合は、あらかじめ理由を添えてその旨を契約者

に通知するものとします。ただし、緊急またはやむを得ない場合はこの限りではありません。 

 



（契約者が行う本契約の解約）  

第 18 条 契約者は、本契約を解約しようとするときは、当社が定める所定の方式により 10 営業日

前までに申請するものとします。 

 

（当社が行う本契約の解約） 

第 19 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、本契約を解約することができるものと

します。 

（1） 第 16 条(利用停止)の規定により本サービスの利用を停止された契約者が、なおその利用停

止の原因となる事実を解消しないとき 

（2） 当社が別に定める期日を経過してもなお、本サービスの料金を支払わないとき 

（3） 本サービスの申込みや本規約に基づき当社に申し出た内容に虚偽の内容を記載したとき 

（4） 強制執行若しくは執行保全処分又は競売の申立があったとき 

（5） 第三者より差押・仮差押・仮処分・滞納処分・強制執行・競売の申立等を受けたとき、破産・民

事再生・特別清算・会社更生手続き開始等の申立があったとき、又はこれらのおそれがあると認め

られるとき 

（6） 租税公課を滞納して催促を受けたとき、又は保全処分を受けたとき 

（7） 資産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認めるに足る相当の理由があるとき 

（8） 監督官庁より営業の停止、取消等の処分を受けたとき 

（9） 解散、減資、営業の全部又は重要な一部の譲渡等の決議をしたとき 

（10） 利用規約を履行することが困難となる事由が生じたとき 

（11） 前各号に定めるほか、本規約に違反したとき 

２ 当社は前項の規定により本契約を解約しようとするときは、あらかじめ契約者にそのことを通知

するものとします。ただし緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

（本サービスの廃止） 

第 20 条 当社は、当社の判断により本サービスの一部又は全部を廃止することがあります。 

２ 前項の規定による本サービスの一部又は全部の廃止があったときは、本サービスの一部又は

全部に係る契約は終了するものとします。 

３ 当社は、本サービスの一部又は全部の変更又は廃止に伴い、契約者、利用者又は第三者に

発生する損害については、責任を負わないものとします。 

４  当社は第 1 項の規定により本サービスの一部を廃止する場合には第２条に定める方法による

ものとし、全部を廃止しようとするときは、その４ヶ月前までに、あらかじめ契約者に通知するものとし

ます。 

 

（責任の制限） 

第 21 条  



当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由により、その提供を

しなかったことに起因して契約者に生じた逸失利益、派生損害等を除く通常の損害に限り、賠償す

る責任を負うものとします。なお、当社は予見の有無、予見すべき場合を問わず、特別の事情から

生じた損害については、責任を負わないものとします。  

2 前項により、当社が契約者に対し賠償責任を負う場合において、本サービスに係る月額料金を

上限として、その責任を負うものとします。  

3 当社の故意又は重大な過失により本サービスを提供しなかったときは、前２項の規定は適用しな

い ものとします。  

 

 

（免責） 

第 22 条 当社は前条の場合を除き、契約者に係る損害の賠償をしないものとし、契約者は当社に

その損害についての請求を行わないものとします。また、契約者は、本サービスの利用により、契

約者が第三者に対し損害を与えた場合、自己の責任でこれを解決し、当社に責任を負担させない

ものとします。 

２ 当社は、本サービスの利用により生じる結果について、契約者に対し、本サービスの提供に必

要な設備の不具合、故障、第三者による不正侵入、商取引上の紛争、法令等に基づく強制的な処

分、その他の原因を問わず責任を負担しないものとします。  

３ 当社は、当社の故意又は重過失によるものである場合を除き、本サービスの利用により、契約

者と第三者との間において生じた損害の賠償をしないものとし、契約者は当社にその損害につい

ての請求を行わないものとします。 

４ 当社は、本規約の変更等により、契約者の自営端末設備等の改造又は変更（以下この条にお

いて「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用について

は負担しないものとします。 

 

（データ等の取扱い） 

第 23 条  当社は、本サービスの設備等に保存されたデータ（以下「保存データ」といいます。）及

びサービスの利用により生成、提供又は伝送されたデータ（コンテンツを含みます。以下、「生成等

データ」といいます。）が滅失若しくは毀損した場合、これにより契約者又は第三者に発生した直接

あるいは間接の損害について、原因の如何を問わず責任を負わないものとします。契約者は、自

らが必要とするデータについてはバックアップ等の措置を行うものとし 、当社は、契約者 がバック

アップを行わなかったこと、またバックアップを行った際の方法およびその結果について責任も負

わないものとします。 

２ 当社は、保存データまたは生成等データが滅失、棄損若しくは漏洩した場合、又は滅失、棄損

若しくは漏洩その他の事由により本来の利用目的以外に利用された場合、これらが当社の故意又

は重過失による場合を除き、契約者、利用者又は第三者に発生した直接あるいは間接の損害に



ついて、原因の如何を問わず責任を負わないものとします。 

3 生成等データについては、当社はその内容等について保証を行わず、また、それに起因する

損害についても責任を負わないものとします。 

４ 無料トライアルのデータは、無料トライアル終了後に新たに通常プランに申込した場合でも、引

き継ぐことができません。 

 

（データ等の利用）  

第 24 条 当社は、本サービスの設備等の故障若しくは停止等の復旧等の設備保全又は本サービ

スの維持運営のため、保存データを確認、複写又は複製することがあります。 

２ 当社は、前項に加え、生成等データ（本サービスの利用状況、フィードバック結果、アンケート

結果等）を、本サービスの品質向上および同様サービスの新規開発の目的で利用することができ

るものとします。但し、契約者および利用者が識別されることのないようにいたします。 

３ 当社は生成等データを分析し、本サービスの訴求を目的として分析結果を当社所有の Web サ

イトや他社への提案資料等へ掲載することがあります。但し、契約者および利用者が識別されるこ

とのないようにいたします。 

 

（データ等の削除）  

第 25 条 当社は、第 20 条（本サービスの廃止）による本サービスの廃止のほか、無料トライアルが

終了したとき又は本契約の解約があったときは、本サービスの設備等に保存されている契約者の

本サービスに係るデータを契約者への通知なく削除することができるものとします。この場合にお

いて、当社は、データを削除したことにより、契約者又は第三者に発生した直接又は間接の損害に

ついて責任を負わないものとします。 

 

（本サービスに係る知的財産権の帰属等）  

第 26 条 本サービスの提供に関連して当社が契約者に貸与又は提示するソフトウェア等のプログ

ラム又はデータ（サービス仕様書、取扱マニュアル、分析モデルを含む。以下この条において「プ

ログラム等」といいます。）に関する著作権及びそれに含まれるノウハウ等一切の知的財産権は、当

社又は当社の指定する第三者に帰属するものとします。プログラム等には、契約者が本サービスを

利用することにより生成された学習済みモデル、学習済みパラメータおよび推論プログラム（以下、

「学習済みモデル」という。）を含みます。 

２ 契約者は、プログラム等を次のとおり取り扱うものとします。 

(1) 本サービスの利用目的以外に使用しないこと。 

(2) 複製・改変・編集等を行わず、また、リバースエンジニアリング、逆コンパイル又は逆アセンブ

ルを行わないこと。 

(3) 営利目的の有無を問わず、第三者に貸与・譲渡・担保設定等しないこと。 

(4) 当社又は当社の指定する者が表示した著作権表示を削除又は変更しないこと。 



３ 本条の規定は本契約の終了後も効力を有するものとします。 

 

（法令に規定する事項） 

第 27 条 本サービスの提供または利用にあたり、法令に定めがある事項については、その定める

ところによります。 

 

（第三者の権利侵害） 

第 28 条 契約者は、本サービスの利用において、第三者の知的財産権等その他の権利を侵害す

ることのないように必要な措置を講じなければなりません。 

２ 契約者は、前項の定めに関わらず、自己の責に帰すべき事由により、第三者から当社に対し、

当該第三者の知的財産権等その他の権利を侵害している旨の何らかの請求、異議申立がなされ、

又は訴訟が提起される等の紛争（以下、併せて「紛争等」という）が生じた場合、自己の責任と費用

において解決を図るものとします。但し、当該紛争等の原因が、当社の指示（当社が契約者に提示

した技術資料等その他の書面による場合を含む）に基づく等当社の責に帰すべき事由に起因する

場合は、この限りではありません。 

 

（契約者に対する通知） 

第 29 条 契約者に対する通知は、当社の判断により、次のいずれかの方法で行うことができるもの

とします。 

(1) 当社の Web サイト上に掲載して行います。この場合は、掲載された時をもって契約者に対する

通知が完了したものとみなします。 

(2) 契約者が本サービスの利用開始に際して、又はその後に当社に届け出た契約者の電子メー

ルアドレス宛に電子メールを送信します。この場合は、契約者の電子メールアドレスを管理するサ

ーバに到達した時をもって契約者に対する通知が完了したものとみなします。 

(3) 契約者が本サービスの利用開始に際して、又はその後に当社に届け出た契約者の住所宛に

郵送して行います。この場合は、郵便物が契約者の住所に到達した時をもって契約者に対する通

知が完了したものとみなします。 

(4) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合は、当該通知の中で当社が指定し

た時をもって契約者に対する通知が完了したものとみなします。 

 

（承諾の限界）  

第 30 条 当社は、第 7 条(本サービスの利用の申込み)に定めるほか、契約者から本サービスの利

用に関する要望があった場合に、その要望を実現することが困難なときまたは当社の業務の遂行

上支障があるときは、その要望を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその要望を行

った者に通知します。 

 



（秘密の保持）  

第 31 条 いずれの当事者も、本サービスの利用に関連して他方当事者から開示された機密情報

を、他方当事者の書面による事前の承諾なく第三者に公表、漏洩し、又は本サービスの利用又は

提供の目的以外に使用してはなりません。本契約において「機密情報」とは、本契約及び本サービ

スの利用を通じて知り得た他方当事者の営業上、技術上又はその他の業務上の秘密であって、 

(1) 機密である旨を表示した書面等有形媒体により開示された情報、又は 

(2)口頭で開示され、（ａ）開示者が開示時点で機密である旨を明確に示し、（ｂ）開示後 14 日以内

に開示者が「機密」又はそれに類似した表示を示した文書によりその内容を詳記して受領者に交

付し、その文書の内容・範囲について書面により受領者の確認を得た情報をいいます。 

２ ただし、次に掲げるものは機密情報には含まれません。 

(1) 開示の時において公知である情報 

(2) 受領当事者への開示後に受領当事者の責めに帰すべからざる事由により公知の事実となっ

た情報 

(3) 受領当事者が正当な権利を有する第三者から守秘義務を負うことなく正当に入手した情報 

(4) 受領当事者が開示当事者から入手した機密情報によらず独自に開発した情報 

(5) 開示当事者が守秘義務の制約から除外することを書面により同意した情報 

３ いずれの当事者も、法令又は裁判所もしくは官公庁の判決、決定、命令、その他により開示を

要求された場合、必要最小限度の範囲で他方当事者の機密情報を当該機関に対して開示するこ

とができるものとします。ただし、当該受領当事者は、かかる要求があった場合、可能な範囲でその

開示前にその旨を他方当事者に通知するものとします。 

４ 他方当事者から一方当事者に提供された機密情報（原本及び写し並びに機密情報が記録さ

れた記録媒体、当該記録媒体の複製物及び記録媒体に記録された機密情報をプリントアウト又は

ダウンロードしたもの等を含むがこれらに限らない）は、本契約が終了した場合又は 開示当事者

からの要請があり次第、開示当事者に返却又は開示者の指示に従って裁断、溶解等、機密情報

の記録又は記録を完全に消去する措置を講じた上 で廃棄処分を行うものとします。 

５ いずれの当事者も、弁護士、公認会計士、税理士等、法令上守秘義務を負う職業的助言者に

対して、必要最小限の範囲に限って機密情報を開示することができる 。 

６ 本条に定める義務は、本契約が終了した日から 3年間、引き続き有効に存続するものとします。 

７ 本条の定めに関わらず、当社は、本契約を通じて知り得た個人情報につき、本契約履行の目

的以外で使用しないものとし、当社が定めるプライバシーポリシー(https://www.ntt.com/about-

us/hp/privacy.html)に則り取り扱うものとします。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第 32 条 契約者は、あらかじめ当社の書面による承諾がない限り、本サービスの利用に係る権利

又は義務の全部又は一部を、第三者に譲渡し又は承継させてはなりません。 

 

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html


（不可抗力）  

第 33 条 地震、台風、津波、落雷、パンデミックその他の天災地変、交通機関の障害、戦争、暴動、

内乱、労働争議、法令、規則の改正、政府の行為等、当該当事者の合理的な管理を超える事由

（以下「不可抗力」という）により、本契約に基づくいずれかの当事者の義務の全部又は一部の不

履行又は遅滞が生じた場合、当該当事者は他方当事者に対して、当該不履行又は遅滞について

の責任を負わないものとします。ただし、本契約に基づく他方当事者に対する金銭義務について

は、本項の適用を受けないものとします。 

２ 当社は、本サービスを提供すべき場合において、前項に定める不可抗力によりその提供をしな

かったときは、本サービスが全く提供できない状態（全く利用できない状態と同程度の場合を含む。

以下同じ）にあることを当社が知った時刻から起算して 24 時間以上その状態が連続した場合に限

り、当社が本サービスを全く提供できない状態にあることを当社が知った時刻以降のその状態が連

続した時間（24時間の倍数である部分に限る）について、24時間ごとに日数を計算し、その日数に

つき料金の計算を行わないものとします。 

３ 本契約の履行にあたり、いずれかの当事者が不可抗力により過大な損害を蒙る場合は、契約

者及び当社はその負担について協議合意の上、解決を図るものとします。 

 

（反社会勢力の排除） 

第 34 条 契約者は、当社に対し、現在および将来において、次の各号を表明し、保証します。 

(1) 契約者は、自ら及び自らの役員が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業等反社会的勢力の

いずれにも該当しないこと 

(2) 契約者が自らまたは第三者を利用して、暴力的行為、詐術、脅迫的言辞、業務妨害行為など

の行為ならびに他人の名誉、信用等を毀損し、または、毀損するおそれのある行為を行わないこと 

２ 当社は、契約者が前項に違反していると合理的に判断した場合は、契約者に対して速やかに

その違反状態の解消を求めることができます。それでもなおその違反状態が解消しないと違反状

態の解消を求めた当事者が判断したときは、本契約を解除することができます。その場合、当社に

損害が生じた場合は、契約者が当該損害を賠償するものとします。 

３ 当社は、契約者が前項に違反していると合理的に判断した場合は、契約者に速やかにその違

反状態の解消を求めることができます。それでもなおその違反状態が解消しないと当社が判断した

ときは、本契約を解除することができます。 

４ 当社は、前項により本契約を解除したとき、契約者に損害が生じたとしても、契約者に対して損

害賠償責任を負わないものとします。また、その解除により当社に損害が生じた場合は、契約者は

その損害を賠償するものとします。 

 

（協議） 

第 35 条 本契約に関して生じた疑義及び本契約に定めのない事項については、当事者双方で信

義誠実の原則に従い、協議して決定することとします。 



 

（合意管轄） 

第 36条 本契約から生じる一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とするものとします。 

 

（分離可能性） 

第 37 条 本規約の条項の一部が、管轄権を持つ裁判所によって違法、無効または法的拘束力が

ないと判断された場合であっても、他の条項は影響を受けず有効に存続するものとします。 

 

（準拠法） 

第 38 条 本契約に関する準拠法は日本法とします。 

 

（存続条項） 

第 39 条 第 14 条、第 17 条 2 項、第 21 条乃至第 28 条、第 31 条乃至第 33 条及び第 34 条４項

乃至第 39 条の規定は、本契約の有効期間の終了後も有効とします。  



別紙１「料金表」 

 

通則 

 

（端数処理） 

1 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に 1 円未満の端数が生じた場合は、その

端数を切り捨てるものとします。 

 

（消費税相当額の加算） 

2 第 11 条の規定により料金表の定める料金の支払を要するとしている額は、この料金表に定める

消費税を加算しない額に、消費税相当額を加算した額（料金表において括弧内の価格）としま

す。 

 

（料金の算定） 

3 契約者は料金表 第 1 表に定める初期費用と選択したプラン料金の支払を要します。 

 

（無料トライアル） 

4 無料トライアルは本サービスを初めて利用する等の理由により当社が認めた契約者に限定し、

以下の条件により本サービスを無償で利用いただけるプランです。 

無料トライアル後に通常プランを利用される場合は、再度通常プランの申込が必要になります。 

 

利用期間 ID 数上限 同時接続数 

利用開始日から 1 か月※ 20 1 

    ※利用期間の例：6 月 15 日より利用を開始した場合 7 月 14 日まで利用が可能 

  



料金表 第 1 表 

1-1 通常プランの利用料 

  1-1-1 初期費用 

本サービスを利用するうえで必要となる環境構築関連の初期費用をお支払いいただ

きます。お支払いの時期は、ご利用 2 か月目の月額料金を支払う時期と同様になりま

す。 

価格（税込価格） 

50,000 円（55,000 円） 

 

 

  1-1-2 月額料金 

利用する ID 数および同時接続数の上限に応じて選択いただいたプランの料金を毎

月お支払いいただきます。 

新規申込時に限り、お申込み後の初月については月額料金が無料となります。 

 

プラン（ ID

数上限） 

価格（税込価格） 同時接続数 

～100 ID 190,000 円(209,000 円） 

 

5 組 

～500 ID 633,000 円(696,300 円） 5 組 

～1,000 ID 1,013,000 円(1,114,300 円） 10 組 

～1,500 ID 1,425,000 円(1,567,500 円） 10 組 

～2,000 ID 1,773,000 円(1,950,300 円） 15 組 

～3,000 ID  2,279,000 円(2,506,900 円） 15 組 

 

 

  



別紙 2 「提供機能」 

 本サービスにおいて以下の機能を提供します。 

1. 管理者向け 

（１） アカウントメンテナンス機能 

 利用者の追加や削除、修正を csv ファイルで行うことができる。 

2. 利用者向け 

（２） 予定管理機能 

 1on1 の予定を立てることができる。また、自分の役割（上司/部下）を選択することがで

きる。 

（３） 話題設定機能（部下向け） 

 1on1 で話したい話題を事前に設定し、上司に伝えることができる。 

（４） 1on1 実施機能 

 音声と映像を繋いで、相手と 1on1 ミーティングを実施することができる。 

（５） フォローアップ管理機能（上司向け） ※2 

 1on1 中に決めたフォローアップすべき内容を記録し、進捗状況を管理することができ

る。 

（６） メモ管理機能 ※2 

 1on1 中に忘れないように要点などを書き留めて、管理することができる。 

（７） タイプ診断機能 

 コミュニケーションに関するアンケートに回答することで、自身のコミュニケーションのタ

イプを診断することができる。また、相手にも自身のタイプが表示され、相手のタイプを

把握することができる。 

（８） コミュニケーションサジェスト機能（上司向け） 

 タイプ診断結果に基づき、相手との会話において意識すべきことが表示され、把握す

ることができる。 

（９） 発話量アラート機能（上司向け） ※2 ※3 

 1on1 中の双方の発話量を分析し、その割合を表示することで、部下と比べてどれくら

い話しているかを把握することができる。また、アラートによって、話過ぎに気づくことが

できる。 

 

（１０） フィードバック機能（上司向け） ※3 

 1on1 中の双方の表情を分析し、1on1 終了後に上司に分析結果をフィードバックするこ

とで、部下の状態や自身のスコアを把握することができる。また、次回の 1on1 に向けた

アドバイスを確認することができる。 

 



※1 提供機能は予告なく変更される可能性があります。 

※2 上記（５）、（６）、（９）の利用における通信条件は以下となります。 

・インターネット利用環境下において、「https 通信（Content-Type: text/event-

stream）」で通信を行えること 

※3 一部制限があります。詳細は別紙 3 を参照ください。 

 

 

  



 

別紙 3 「本サービス利用条件詳細」 

1. 必要情報の提出 

本規約に同意のうえ、サービス利用に必要な情報を記載した当社指定の申込書を当社へ提出

いただきます。 

 

2. 動作環境 

分類 推奨環境 

OS Windows 10 / macOS 12 （スマートフォン非対応） 

CPU 4 コア 8 スレッド 1.6GHz 以上 

メモリ 8GB 以上 

ブラウザ Google Chrome v100.x （他ブラウザ非対応） 

通信 インターネット利用環境下において、https 通信、wss 通信が許可され

ていること 

デバイス設定 サンプリングレート 16kHz 以上 

その他 カメラおよびマイクの利用が許可されていること 

3. 制約条件 

該当機能 制約条件 

別紙 2 （９）、 

（１０） 

月～金の 9:00～18:00 以外は使用できません。 

 

 

  



別紙 4 「本サービス利用条件詳細」 

 

1. 問い合わせ対応 

本サービスの問合せについて、当社は契約者に対してのみ、サポートを実施します。利用者に

対する故障対応や問合せ対応は、必要に応じて管理者にて実施するものとします。 

問合せ受付方法については、下表の通りとします。 

受付時間 24 時間 365 日 （対応時間は営業日 10:00～17:00） 

受付チャネル お客さまサポートサイト お問い合わせフォーム

（https://support.ntt.com/cotoha-1on1/） 

言語 日本語 

問合せ内容 仕様、操作方法、故障等 

問合せ者 管理者 

回答方法 メール 

 

2．故障・メンテナンス通知 

本サービスの通知について、当社は管理者に対してのみ以下の通知を行います。利用者に対

する通知は、必要に応じて管理者にて実施するものとします。 

 

分類 内容 

通知方法 お客さまサポートサイト 工事・故障情報

(https://support.ntt.com/cotoha-1on1/)に掲載 

 

※個別の契約者にのみ関係する事象については、管理者のログイン ID

宛に個別にメールを送付するのみとする場合があります。 

言語 日本語 

通知ポリシー ■故障： 

故障が発生した場合は、発生認識後 30 分以内の通知を目標とします。 

 

■メンテナンス： 

・メンテナンスウィンドウは毎週火曜 20:00 - 06:00 とします。ただし、セキ

ュリティの脆弱性対応など緊急を伴うメンテナンスや、その他事由によりメ

ンテナンスウィンドウ内で作業が実施できないメンテナンスは、この限りで

はございません。 



・メンテナンスを実施する場合は、実施予定日の 10 営業日前までの通

知を目標としますが、緊急またはやむを得ない場合はこの限りではござ

いません。 

 

※ただし、5 分以上のサービス停止を伴わない故障及びメンテナンス作

業については、当社の判断により通知を行わない場合があります。 

 

 

 

 

附則（令和 4 年 7 月 25 日 CAS1 サ 00945337 号） 

(実施期日) 

この規約は、令和 4 年 7 月 28 日から実施します。 


